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ページ・項 変更前（令和２年度） 変更後（令和３年度） 備考 

P.1 

第１章 

第 1節  

 

この計画は、水防法（昭和２４年法律第１９３号（追加））及び災害

対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）並びに愛知県水防計画の定め

るところにより、洪水、津波又は高潮による水害を警戒し防御し、これ

による被害を軽減するため、碧南市の各河川、海岸に対する水防上必要

な監視、予防、警戒、通信連絡、輸送又は水門若しくはこう門の操作、

水防のための消防団の活動、水防管理団体相互間の応援並びに必要な器

具資材、施設の整備と運用について実施の大綱を示したものであり、

「碧南市地域防災計画」と相まって水災の軽減に努めることを目的とし

たものである。 

この計画は、水防法（昭和２４年法律第１９３号。以下「法」という。）

及び災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）並びに愛知県水防計画の

定めるところにより、洪水、津波又は高潮による水害を警戒し防御し、これ

による被害を軽減するため、碧南市の各河川、海岸に対する水防上必要な監

視、予防、警戒、通信連絡、輸送又は水門若しくはこう門の操作、水防のた

めの消防団の活動、水防管理団体相互間の応援並びに必要な器具資材、施設

の整備と運用について実施の大綱を示したものであり、「碧南市地域防災計

画」と相まって水災の軽減に努めることを目的としたものである。 

県計画の記載

に合わせ修正 

P.1 

第 1章 

第 2節 

２ 碧南市災害対策本部（追加） 

災害対策に関する一元的体制を確立し、防災、災害救助、災害警

備、災害応急復旧等の措置を迅速かつ強力に実施するため市内に災害

が発生した時、又は災害が発生する恐れがあると市長が認めたとき、

災害対策基本法に基づき設置する組織をいう。（追加） 

２ 碧南市災害対策本部（災害対策基本法第２３条） 

災害対策に関する一元的体制を確立し、防災、災害救助、災害警備、災

害応急復旧等の措置を迅速かつ強力に実施するため市内に災害が発生した

時又は災害が発生する恐れがあると市長が認めたとき、災害対策基本法に

基づき設置する組織をいう。また、碧南市水防本部を兼ねる。 

県計画の記載

に合わせて、根

拠法を記載 

市では水防本

部を災害対策本

部が兼ねること

から追記 

P.1 

第 1章 

第 2節 

３ （追加）碧南市水防本部長（追加）碧南市長をいう。 ３ 碧南市災害対策本部長（碧南市水防本部長）碧南市長をいう。 市では水防本

部を災害対策本

部が兼ねること

から追記 

P.2 

第 1章 

第 2節 

１１水防協力団体（法第３６条第１項） 

法人その他これに準ずるものとして国土交通省令（追加）で定め

る団体であって、水防に関する業務を適正かつ確実に行うことができ

ると認め（追加）、水防管理者が指定した団体をいう。 

１１水防協力団体（法第３６条（削除）） 

法人その他これに準ずるものとして国土交通省令（水防法施行規則第１

３条）で定める団体であって、水防に関する業務を適正かつ確実に行うこ

とができると認めて、水防管理者が指定した団体をいう。 

県計画の記載

に合わせ修正、

追記 
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P.2 

第 1章 

第 2節 

１２洪水予報河川（法第１０条第２項、法第１１条第１項、気象業務法

第１４条の２第２項・第３項） 

（追加）国土交通大臣又は知事は、洪水予報河川について、（追

加）気象庁長官と共同して、洪水の恐れ（追加）の状況を基準地点

の水位又は流量を示して洪水予報を行う（追加）。 

（追加） 

※本市には洪水予報河川に指定された河川として、矢作川が該当す

る。 

１２洪水予報（法第１０条第２項、法第１１条第１項、気象業務法第１４条

の２第２項・第３項） 

洪水予報河川について、国土交通大臣又は知事が、気象庁長官と共同し

て、洪水の恐れおそれの状況を基準地点の水位又は流量を示して行う洪水

の予報等をいう。 

※ 洪水予報河川 

国土交通大臣又は都道府県知事が、流域面積が大きい河川で、洪

水により国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるもの

として指定した河川。本市は、矢作川が該当する。 

県計画の記載

に合わせ修正、

追記 

P.2 

第 1章 

第 2節 

１３水防警報（法第２条第８項、法第１６条） 

国土交通大臣又は知事が、洪水、津波又は高潮により国民経済上重

大又は相当な損害が生じる恐れがあると認めて指定した河川、湖沼又

は海岸（追加）（水防警報河川等）について、国土交通省又は県の機

関が、洪水、津波又は高潮によって災害がおこる恐れがあるとき、水

防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。 

（追加） 

１３水防警報（法第２条第８項、法第１６条） 

国土交通大臣又は知事が指定した水防警報河川等について、国土交通省

又は県の機関が、洪水、津波又は高潮によって災害がおこる恐れがあると

き、水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。 

※ 水防警報河川等 

国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、津波又は高潮により国

民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあると認めて指定し

た河川、湖沼又は海岸。 

県計画の記載

に合わせ修正、

追記 

P.2～3 

第 1章 

第 2節 

１５（追加）水位周知河川（追加）（法第１３条（追加）） 

国土交通大臣又は知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により

国民経済上重大又は相当な損害が生じる恐れがあるものとして指定

した河川。国土交通大臣又は知事は、水位周知河川について、当該

河川の水位があらかじめ定めた氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）

に達したとき、水位の通知及び周知を行う。 

※本市には水位周知河川に指定された河川はない。（追加） 

２１ 洪水特別警戒水位 

法第１３条第１項及び第２項に定める洪水による災害の発生を特に

警戒すべき水位。氾濫危険水位に相当する。国土交通大臣または知事

は、指定した水位周知河川においてこの水位に到達したときは、水位

到達情報を発表しなければならない。 

２４ 水位周知下水道（法第１３条の２） 

知事又は市町村長が、雨水出水により相当な損害が生じるおそれが

あるものとして指定した公共下水道等の排水施設等。知事又は市長

は、水位周知下水道について、当該下水道の水位があらかじめ定めた

雨水出水特別警戒水位に達したとき、水位を示して通知及び周知を行

１５水位情報の通知及び周知（法第１３条、法第１３条の２、法第１３条の

３） 

国土交通大臣又は知事は、水位周知河川について、当該河川の水位があ

らかじめ定めた洪水特別警戒水位に達したとき、水位又は流量を示して通

知及び周知を行う。 

知事又は市長は、水位周知下水道について、当該下水道の水位があらか

じめ定めた雨水出水特別警戒水位に達したとき、水位を示して通知及び周

知を行う。 

知事は、水位周知海岸について、当該海岸の水位があらかじめ定めた高

潮特別警戒水位に達したとき、水位を示して通知及び周知を行う。 

※ 本市には水位周知河川に指定された河川及び水位周知下水道に指定

した公共下水道等の排水施設等はない。 

※ 水位周知河川 

国土交通大臣又は知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により

国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指

定した河川。本市河川は、指定なし。 

※ 水位周知下水道 

県計画の記載

に合わせ修正、

追記 
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う。 

２５ 水位周知海岸（法第１３条の３） 

知事が、高潮により相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定し

た海岸。知事は、水位周知海岸について、当該海岸の水位があらかじ

め定めた高潮特別警戒水位に達したとき、通知及び周知を行う。 

２６ 雨水出水特別警戒水位 

法第１３条の２第１項及び第２項に定める内水による災害の発生を特に

警戒すべき水位。 

２７ 高潮特別警戒水位 

法１３条の３に定める高潮による災害の発生を特に警戒すべき水位。

（追加） 

知事又は市長が、雨水出水により相当な損害が生じるおそれがあ

るものとして指定した公共下水道等の排水施設等。本市は、指定な

し。 

※ 水位周知海岸 

知事が、高潮により相当な損害が生じるおそれがあるものとして

指定した海岸。本市は、三河湾沿岸が該当する。 

※ 洪水特別警戒水位 

法第１３条第１項第２項に定める洪水による災害の発生を特に警

戒すべき水位。 

※ 雨水出水特別警戒水位 

法第１３条の２第１項及び第２項に定める内水による災害の発生

を特に警戒すべき水位。 

※ 高潮特別警戒水位 

法１３条の３に定める高潮による災害の発生を特に警戒すべき水

位。 

P.3 

第 1章 

第 2節 

２０ 氾濫危険水位 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれが

ある水位をいう。市長の避難勧告（追加）等の発令判断の目安となる

水位である。水位周知河川においては、法第１３条第１項及び第２項

に規定される特別警戒水位に相当する。 

２０ 氾濫危険水位 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがある

水位をいう。市長の避難指示等の発令判断の目安となる水位である。水位

周知河川においては、法第１３条第１項及び第２項に規定される特別警戒

水位に相当する。 

災害対策基本

法改正に伴い修

正 
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P.8 

第 2章 

第 2節 

１ 水防管理団体の組織 

市は法第３条、第５条の定めるところにより、水防体制を確立し、

消防団（追加）を整備する。消防団（追加）の組織編制及び分隊区域

は以下のとおり。 

(1) 碧南市消防団編成表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 副隊長はいずれかの分隊長を兼務する。 

         （追加） 

 

 

 

１ 水防管理団体の組織 

  市は法第３条、第５条の定めるところにより、水防体制を確立し、水防団

（消防団）を整備する。水防団（消防団）の組織編制及び分隊区域は以下の

とおり。 

(1) 碧南市消防団編成表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 副隊長はいずれかの分隊長を兼務する。 

※ 下段は令和４年４月以降の定員数 

 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

 

 

 

令和４年４月

以降定員数が変

更されるため追

記 
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P.9 

第 2章 

第 2節 

(2) 消防団（追加）の分担区域 

  消防団（追加）の分担区域は次表のとおりであるが、状況に応じて

相互に応援協力するものとする。 

[消防団（追加）分担区域表] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 水防団（消防団）の分担区域 

水防団（消防団）の分担区域は次表のとおりであるが、状況に応じて相

互に応援協力するものとする。 

[水防団（消防団）分担区域表] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

 

 

廃止したため

削除（玉津浦樋

管：令和２年

度、１４号防潮

扉：令和３年度

廃止） 

P.10 

第 3章 

第 2節 

２ 連絡事項 

 

 (3) 消防団（追加）及び関係機関との連絡及び指示（資料編-資料 

4） 

２ 連絡事項 

 

(3) 水防団（消防団）及び関係機関との連絡及び指示（資料編-資料４） 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

P.12 

第 4章 

第 1節 

３ 消防団（追加）の非常配備体制 

消防団（追加）の非常配備については次のとおりとし、非常配備体

制を整えるものとする。 

 

(2) 出動体制 

消防団（追加）が全員出動する体制 

４ 消防機関の出動準備及び出動の基準 

消防機関（衣浦東部広域連合（碧南消防署）及び消防団（追加））

の出動準備及び出動の基準については、衣浦東部広域連合消防計画に

定める非常時の配備体制による。 

３ 水防団（消防団）の非常配備体制 

水防団（消防団）の非常配備については次のとおりとし、非常配備体制

を整えるものとする。 

 

 (2) 出動体制 

水防団（消防団）が全員出動する体制 

４ 消防機関の出動準備及び出動の基準 

消防機関（衣浦東部広域連合（碧南消防署）及び水防団（消防団））の

出動準備及び出動の基準については、衣浦東部広域連合消防計画に定める

非常時の配備体制による。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 
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P.18～20 

第 6章 

第 1節 

１ 気象、高潮及び洪水についての予報・警報（名古屋地方気象台発

表） 

(1) 大雨注意報 

大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。（追加）避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２であ

る。 

(2) 高潮注意報 

台風や低気圧による海面の異常な上昇により災害が発生するお

それがあると予想されたときに発表される。各市町村の海岸にお

ける潮位予測を基に発表される。高潮警報に切り替える可能性に

言及されていない場合は、（追加）避難行動の確認が必要とされ

る警戒レベル２である。高潮警報に切り替える可能性が高い旨に

言及されている場合は高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル

３に相当する。（追加） 

 

 

(3) 洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発

生するおそれがあると予想されたときに発表される。（追加）避難

行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

 

 

 

(7) 大雨特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著し

く大きいときに発表される。大雨特別警報には、大雨特別警報（土

砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報（土砂災害、浸水

害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。雨を要因とする

大雨特別警報は災害がすでに発生している（追加）ことを示す警戒

レベル５に相当する。 

 

(9) 気象情報 

ア 「全般気象情報（気象庁発表）、東海地方気象情報、愛知県気象

情報」…気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立

１ 気象、高潮及び洪水についての予報・警報（名古屋地方気象台発表） 

 

(1) 大雨注意報 

大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するな

ど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

(2) 高潮注意報 

台風や低気圧による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれが

あると予想されたときに発表される。各市町村の海岸における潮位予測

を基に発表される。高潮警報に切り替える可能性に言及されていない場

合は、避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するな

ど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。高潮警

報に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合は高齢者等の避難

が必要とされる警戒レベル３に相当する。なお、夜間から翌日早朝まで

に高潮警報に切り替える可能性が高い注意報は、警戒レベル４に相当す

る。 

(3) 洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生する

おそれがあると予想されたときに発表される。避難に備えハザードマッ

プ等により災害リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必

要とされる警戒レベル２である。 

 

 

(7) 大雨特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大き

いときに発表される。大雨特別警報には、大雨特別警報（土砂災害）、大

雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のように、特

に警戒すべき事項が明記される。災害がすでに発生している状況であり、

命を守るための最善の行動をとる必要があることを示す警戒レベル５に

相当する。 

 

(9) 気象情報 

ア 「全般気象情報（気象庁発表）、東海地方気象情報、愛知県気象情報」

…気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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って注意を喚起する場合や、特別警報・警報・注意報が発表され

た後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表され

る。 

 また、平年から大きくかけ離れた気象状況が数日間またはそ

れ以上の長期間にわたって続き災害の発生する可能性がある

等、社会的に大きな影響が予想される場合にも発表される。 

イ 「記録的短時間大雨情報」（気象庁発表）…愛知県内で、大雨警

報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間

の大雨を観測(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダー

と地上の雨量計を組み合わせた分析)したときに、府県気象情報の

一種として（追加）発表される。この情報が発表されたときは、

土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災害発生

につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害

発生の危険度が高まっている場所については、警報の危険度分布

で確認する必要がある。 

発表基準は、１時間雨量１００mm である。 

ウ 「土砂災害警戒情報」（愛知県・名古屋地方気象台共同発表）…

大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険

度が更に高まった時、市長の避難勧告や住民の自主避難の判断を

支援するため、対象となる市を特定して警戒を呼びかける情報

で、愛知県と名古屋地方気象台から共同で発表される。避難が必

要とされる警戒レベル４に相当する。なお、これを補足する情報

である大雨警報（土砂災害）の危険度分布で、実際に危険度が高

まっている場所を確認することができる。 

土砂災害警戒情報に加え、大雨特別警報（土砂災害）が発表されて

いるときは、避難勧告等の対象地区の範囲が十分であるかどうか

等、既に実施済みの措置の内容を再度確認し、その結果、必要に

応じて避難勧告の対象地域の拡大等の更なる措置を検討する必

要がある。（追加） 

エ 「竜巻注意情報」（気象庁発表）…積乱雲の下で発生する竜巻、

ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける

情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激し

い突風の発生しやすい気象状況になっている時に、（追加）愛知県

西部と愛知県東部を発表区域として発表される。（追加） 

喚起する場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予

想、防災上の注意を解説する場合等に発表される。 

 （削除） 

 

 

 

イ 「記録的短時間大雨情報」（気象庁発表）…愛知県内で、大雨警報発

表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観

測(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を

組み合わせた分析)したときに、気象庁から発表される。この情報が発

表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫とい

った災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実

際に災害発生の危険度が高まっている場所については、警報の危険度

分布で確認する必要がある。 

発表基準は、１時間雨量１００mm である。 

 

ウ 「土砂災害警戒情報」（愛知県・名古屋地方気象台共同発表）… 

大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ

発生してもおかしくない状況となったときに、市町村長の避難指示等

の発令判断や住民の自主避難の判断を支援するため、対象となる市町

村（＊）を特定して警戒を呼びかける情報で、愛知県と名古屋地方気

象台から共同で発表される。土砂災害警戒情報が発表された市町村内

で危険度が高まっている詳細な領域は大雨警報（土砂災害）の危険度

分布で確認することができる。避難が必要とされる警戒レベル４に相

当する。 

 

 

 

 

エ 「竜巻注意情報」（気象庁発表）…積乱雲の下で発生する竜巻、ダウ

ンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける情報で、雷

注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生し

やすい気象状況になっている時に、気象庁から愛知県西部と愛知県東

部を発表区域として発表される。なお、実際に危険度が高まっている
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また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった

地域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するお

それが非常に高まっている旨を（追加）、（追加）愛知県西部と愛

知県東部を発表区域として発表される。 

この情報の有効期間は、発表からおおむね１時間である。 

 

オ 「早期注意情報（警報級の可能性）」…警報級の現象が５日先

までに予想されているときに、その可能性が（追加）［高］、［中］

２段階で発表される。当日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気

予報の対象地域と同じ発表単位（愛知県は東部と西部）で、２日先から

５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と 同じ発表単位

（愛知県）で発表される。明日までの大雨の「早期注意情 報（警報級

の可能性）」の（追加）［高］又は［中］（追加）は、災害への心構

えを高める（追加）警戒レベル１である。 

 

 

 

 

場所については竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域

を示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非

常に高まっている旨を付加した情報が、気象庁から愛知県西部と愛知

県東部を発表区域として発表される。 

この情報の有効期間は、発表からおおむね１時間である。 

オ 「早期注意情報（警報級の可能性）」…５日先までの警報級の現象

の可能性が［高］、［中］２段階で発表される。当日から翌日にかけては時

間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（愛知県は東部と西

部）で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と 

同じ発表単位（愛知県）で発表される。大雨に関して、５日先までの期間

に［高］又は［中］が予想されている場合は、災害への心構えを高める必

要があることを示す警戒レベル１である。 

P.20～21 

第 6章 

第 1節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 気象、高潮及び洪水についての予報・警報（名古屋地方気象台発表） 

(10)大雨警報・洪水警報の危険度分布 

（別表７）大雨・高潮特別警報基準 

１ 気象、高潮及び洪水についての予報・警報（名古屋地方気象台発表） 

(10)大雨警報・洪水警報の危険度分布 

（別表７）大雨・高潮特別警報基準 

 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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P.22～23 

第 6章 

第 1節 

 

 

 

 

（別表７）大雨・高潮特別警報基準 

 

 

 

（別表７）大雨・高潮特別警報基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画の記載

に合わせ追記 
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（追加） 

 

「発表にあたっては、降水量、台風の中心気圧などについて過去の災害事

例に照らして算出した客観的な指標（発表条件）を設け、これらの実況及

び予想に基づいて判断をする。」 
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P.24 

第 6章 

第 1節 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

伊勢・三河湾及び愛知県外海の各津波予報区に対しては、気象庁か

ら津波警報・注意報、津波予報・津波情報が発表される。 

 (1) 大津波警報、津波警報、津波注意報 

  ア 大津波警報、津波警報、津波注意報の発表等 

    気象庁は、地震が発生したときは地震の規模や位置を即座（追

加）に推定し、これらをもとに沿岸で予想される津波の高さを求

め、津波による災害の発生が予想される場合には、地震が発生し

てから約３分（追加）を目標に大津波警報、津波警報又は津波注意

報（以下、これらを「津波警報等」という）を津波予報区単位で発

表する。なお、大津波警報については津波特別警報に位置づけら

れる。 

    津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は

５段階の数値で発表する。ただし、地震の規模（マグニチュード）

が８を超えるような巨大地震に対しては、（追加）津波警報等発表

の時点では、その海域における最大の津波想定等をもとに津波警

報・注意報（追加）を発表する。その場合、最初に発表する大津波

警報や津波警報では予想される津波の高さを「巨大」や「高い」と

いう言葉で発表する。（追加）予想される津波の高さを「巨大」な

どの言葉で発表した場合は、その後、地震の規模が精度よく求め

られた時点で津波警報等を更新し、（追加）は予想される津波の高

さも数値で発表する。 

  （追加） 

 

 

 

 

 

 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

伊勢・三河湾及び愛知県外海の各津波予報区に対しては、気象庁から津

波警報・注意報、津波予報・津波情報が発表される。 

 (1) 大津波警報、津波警報、津波注意報 

  ア 大津波警報、津波警報、津波注意報の発表等 

    気象庁は、地震が発生したときは地震の規模や位置を即時に推定し、

これらをもとに沿岸で予想される津波の高さを求め、津波による災害

の発生が予想される場合には、地震が発生してから約３分（一部の地震

※については約２分）を目標に大津波警報、津波警報又は津波注意報

（以下、これらを「津波警報等」という）を津波予報区単位で発表する。

なお、大津波警報については津波特別警報に位置づけられる。 

    津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段

階の数値で発表する。ただし、地震の規模（マグニチュード）が８を超

えるような巨大地震に対しては、精度のよい地震の規模をすぐに求め

ることができないため、津波警報等発表の時点では、その海域における

最大の津波想定等をもとに津波警報等を発表する。その場合、最初に発

表する大津波警報や津波警報では予想される津波の高さを「巨大」や

「高い」という言葉で発表し、非常事態であることを伝える。予想され

る津波の高さを「巨大」などの言葉で発表した場合は、その後、地震の

規模が精度よく求められた時点で津波警報等を更新し、津波情報では

予想される津波の高さも数値で発表する。 

  ※ 日本近海で発生し、緊急地震速報の技術によって精度の良い震源位

置やマグニチュードが迅速に求められる地震 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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P.24～25 

第 6章 

第 1節 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

 (1) 大津波警報、津波警報、津波注意報 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

 (1) 大津波警報、津波警報、津波注意報 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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P.25～26 

第 6章 

第 1節 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

 (2) 津波情報 

ア 津波情報の発表等 

津波情報の種類と発表内容 

 

（※２）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について 

・ただし、沿岸からの距離が 100kmを超えるような沖合の観測点

では、予報区との対応付けが困難となるため、沿岸での推定値は

発表しない。また、観測値についても、より沿岸に近く予報区と

の対応付けができている他の観測点で観測値や推定値が数値で

発表されるまでは「観測中」と発表する。 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

 (2) 津波情報 

ア 津波情報の発表等 

津波情報の種類と発表内容 

 

（※２）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について 

・（削除）沿岸からの距離が１００ｋｍを超えるような沖合の観測点

では、予報区との対応付けが困難となるため、沿岸での推定値は発表

しない。また、観測値についても、より沿岸に近く予報区との対応付

けができている他の観測点で観測値や推定値が数値で発表されるま

では「観測中」と発表する。 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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P.27 

第 6章 

第 1節 

 

 

 

 

 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

(3) 津波予報 

津波予報の発表基準と発表内容 

 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

(3) 津波予報 

津波予報の発表基準と発表内容 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.28～29 

第 6章 

第 2節 

 

１ 気象、高潮及び洪水に関する予報・警報伝達系統図 

 

※ 緊急速報メールは、気象等（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪）に関

する特別警報が対象市町村に初めて発表されたときに、気象台から携

帯電話事業者を通じて関係するエリアに配信される。 

  （追加） 

 

 

２ 津波警報等の伝達系統図 

 

※ 緊急速報メールは、気象等（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪）に関

する特別警報が対象市町村に初めて発表されたときに、気象台から携帯電話事業

者を通じて関係するエリアに配信される。 

（追加） 

 

１ 気象、高潮及び洪水に関する予報・警報伝達系統図 

 

※ 緊急速報メールは、気象等（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪）に関する

特別警報が対象市町村に初めて発表されたときに、気象台から携帯電話事

業者を通じて関係するエリアに配信される。 

  愛知県から市、市から住民への経路及び日本放送協会名古屋放送局から

住民への経路は、特別警報が発表された際に、通知又は周知の措置が義務づ

けられている。 

２ 津波警報等の伝達系統図 

 

※ 緊急速報メールは、気象等（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪）に関する

特別警報が対象市町村に初めて発表されたときに、気象台から携帯電話事業者を通

じて関係するエリアに配信される。 

愛知県から市、市から住民への経路及び日本放送協会名古屋放送局から

住民への経路は、特別警報が発表された際に、通知又は周知の措置が義務

づけられている。 

県計画の記載

に合わせ修正、

追記 
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P.30 

第 7章 

第 3節 

１ 水防警報の対象水位（潮位）観測所及び発令（追加）基準 １ 水防警報の対象水位（潮位）観測所及び発表基準 県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 

P.34～35 

第 8章 

第 4節 

第四節 洪水予報の種類等と発表基準（追加） 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

第四節 洪水予報の種類等と発表基準（矢作川） 

 

注１：予報区域に複数の基準観測所がある場合（矢作川）は、いずれか

の基準観測所で発表基準となった場合に発表（切替を含む。）を行う

こととし、最も危険度の高い基準観測所の水位を基に、種類及び情

報名を選定するものとする。 

注２：堤防の損傷等により、氾濫のおそれが高まったと判断できる場合

には、双方が協議した上で、この表によらずに洪水予報を発表する

ことができる。 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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  注３：国土交通大臣が指定した河川における臨時の洪水予報については、

氾濫発生情報、氾濫危険情報又は氾濫警戒情報の発表中等に、今後河

川氾濫の危険性が高い場合において、発表されている大雨特別警報

の警報等への切替時に、河川氾濫に関する情報として発表するもの

とする。 

P.36 

第 9章 

第 1節 

（追加） 

 

第九章 水位情報の周知 

第一節 意義 

１ 河川の水位情報の周知 

国土交通大臣または知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により重大

又は相当な損害が生ずるおそれがあるものとして指定した河川（水位周知

河川）について、洪水特別警戒水位等を定め、当該河川の水位がこれに達

したときは、その旨を関係者（知事、水防管理者、量水標管理者）に通知す

るとともに、一般に周知させるもの（法第１３条第１項・第２項・第３項） 

２ 公共下水道等の水位情報の周知 

市長が、雨水出水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指

定した公共下水道等（水位周知下水道）の排水施設等について、雨水出水

特別警戒区域を定め、当該排水施設等の水位がこれに達したときは、その

旨を関係者（水防管理者、量水標管理者）に通知するとともに、一般に周

知させるもの。（法第 13条の２第１項・第２項） 

３ 高潮の水位情報の周知 

知事が、高潮により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定し

た海岸（水位周知海岸）について、高潮特別警戒水位を定め、当該海岸の

水位がこれに達したときは、その旨を関係者（水防管理者、量水標管理者）

に通知するとともに、一般に周知させるもの。（法第１３条の３） 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 

P.36 

第 9章 

第 2節 

（追加） 

 

第二節 水位情報の周知を行う海岸及びその区域 

１ 知事が指定した海岸 

海岸名 区域（起点～終点） 指定日 

三河湾・伊勢

湾沿岸 

田原市伊良湖

町地先 

弥富市鍋田町地先 令和３年６

月１１日 

２ 知事が指定した河川 

本市には水位周知河川に指定された河川はない。 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 
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P.36～37 

第 9章 

第 3節 

（追加） 

 

第三節 水位情報周知を行う水位観測所における基準水位 

１ 知事が指定した海岸 

(1) 高潮特別警戒水位 

海岸名 観測所名 基準水位(m) 発表者 

三河湾・伊勢湾沿岸 天白川河口 TP2.30 河川課長 

 

(2) 高潮警戒水位※ 

海岸名 観測所名 基準水位(m) 発表者 

三河湾・伊勢湾沿岸 一色 TP 1.90 河川課長 

※高潮警戒水位：高潮による災害の発生を警戒すべき水位（参考情

報） 

 

２ 知事が水位情報の周知を行う河川 

本市には水位周知河川に指定された河川はない。 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 
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P.37 

第 9章 

第 4節 

（追加） 

 

第四節 水位情報伝達系統 

１ 知事が水位情報の周知を行う海岸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 知事が水位情報の周知を行う河川 

本市には水位周知河川に指定された河川はない。 

 

 

 

 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 
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P.38 

第 9章 

第 5節 

（追加） 

 

第五節 水位情報等発表文例 

 

 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 
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P.39 

第 9章 

第 5節 

（追加） 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 
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P.40 

第 9章 

第 5節 

（追加） 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 
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P.41 

第 9章 

第 5節 

（追加） 

 

 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ追記 

P.42 

第 10章 

第 1節 

１ 市の事務 

市は、愛知県水防テレメータシステムや国土交通省ホームページ（追

加） 

の「川の防災情報」（追加）により積極的に水位情報の収集に努めるも

のとする。一般財団法人河川情報センター「川の水位情報」（追加）によ

り、県内の危機管理型水位計の水位情報を監視する。 

 

１ 市の事務 

市は、愛知県水防テレメータシステムや国土交通省ウェブサイトの「川

の防災情報」（https://www.river.go.jp）又は愛知県ウェブサイト「愛知

県川の防災情報」（https://www.kasen-aichi.jp/）により積極的に水位情

報の収集に努めるものとする。一般財団法人河川情報センター「川の水位

情報」（https://www.river.or.jp/）により、県内の危機管理型水位計の水

位情報を監視する。 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 

P.42 

第 10章 

第 1節 

２ 愛知県水防テレメータシステム 

 (2) 構成 

  

 

（愛知県水防テレメータシステムの他に、危機管理型水位計を１

０４（追加）局設置している。） 

２ 愛知県水防テレメータシステム 

 (2) 構成 

  

 

（愛知県水防テレメータシステムの他に、危機管理型水位計を１７３

局設置している。） 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 

 

https://www.river/
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P.42 

第 10章 

第 1節 

３ 愛知県水防テレメータシステム雨量観測局 

 

３ 愛知県水防テレメータシステム雨量観測局 

 

 県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 

P.44 

第 10章 

第 1節 

５ 愛知県水防テレメータシステム潮位観測局 

 

注  (1) 氾濫危険水位：洪水により相当の家屋浸水等の被害を生

じる氾濫の恐れがある水位。 

海岸名 箇所 観測所名 所管 所在地 単位 
0点高 

（追加） 
※ 堤防高 

三河湾 衣浦港 衣浦港 知多 半田市十一号地 TP m 
0 

（追加） 
3.65 4.5 

５ 愛知県水防テレメータシステム潮位観測局 

 

（削除） 

 

海岸名 箇所 観測所名 所管 所在地 単位 
零点高 

(T.P) 
※ 堤防高 

三河湾 衣浦港 衣浦港 知多 半田市十一号地 m 0.00 3.65 4.5 

 県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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(2) 避難判断水位：水防法第１３条で規定される特別警戒

水位であり、洪水による災害の発生を特に警戒すべきも

のとして、住民等の避難判断の参考の一つとなる水位を

指す。 

(3) 出動水位：その水位に対する流量が、氾濫危険水位満流

流量の６割に相当する水位で、水防警報河川以外の河川

においては、水防警報基準地点におけるほぼ出動水位に

相当する水位を記載している。 

(4) 氾濫注意水位：その水位に対する流量が、氾濫危険水位

満流流量の４割に相当する水位で、水防警報河川以外の

河川においては、水防警報基準地点におけるほぼ氾濫注

意水位（警戒水位）に相当する水位を記載している。 

(5) 水防団待機水位：その水位に対する流量が、氾濫危険水

位満流流量の２割に相当する水位で、水防警報河川以外

の河川においては、水防警報基準地点におけるほぼ水防

団待機水位（通報水位）に相当する水位を記載している。 

上記設定が困難な著しい感潮区間については、氾濫危険水位

のみを設定している。また、排水機場内水位については、操作

規則等を参考に設定可能なものについて設定している。 

なお、水防警報（水位周知）基準観測局においては、河川全

域で評価した水位であるが、その他の基準観測局においては、

当該観測局の地点で評価した水位である。 

注（追加）) （追加） 潮位観測局の※は台風期平均満潮位に伊

勢湾台風級の台風による潮位偏差を足した値で設定し

ている。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１) ※ 潮位観測局の※は台風期平均満潮位に伊勢湾台風級の台

風による潮位偏差を足した値で設定している。 

 

注２)   令和３年１月２９日 測地成果２０１１に基づき観測基

準面を見直している。 

P.44 

第 10章 

第 1節 

６ 危機管理型水位計 

 (1) 概要 

 洪水時のみの水位観測に特化し、機器の小型化や通信機器等のコ

ストを低減した水位計。 

水位情報は、一般財団法人河川情報センターホームページ「川の水位情

報」（https://k.river.go.jp/）に掲載する。〔水位計１０４基〕

６ 危機管理型水位計 

 (1) 概要 

 洪水時のみの水位観測に特化し、機器の小型化や通信機器等のコスト

を低減した水位計。 

水位情報は、一般財団法人河川情報センターウェブサイト「川の水位情報」

（https://k.river.go.jp/）に掲載する。〔水位計１７３基〕 

県計画令和３

年度修正の記載

に合わせ修正、

追記 
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（令和２年４月１日現在） 

(2) 水位計設置個所 

 

 

 

 

 

 

所管 水系名 河川名 設置箇所 

知立 高浜川 新川 浜尾橋 

知立 高浜川 半場川 城藤橋 

知立 高浜川 稗田川 法響橋 

（追加） （追加） （追加） （追加） 

（令和３年４月１日現在） 

(2) 水位計設置個所 

 

 

 

所管 水系名 河川名 設置箇所 

知立 高浜川 新川 浜尾橋 

知立 高浜川 半場川 城藤橋 

知立 高浜川 稗田川 法響橋 

知立 高浜川 長田川 大山田橋 

P.44 

第 10章 

第 1節 

７ 水位観測を行う河川・海岸 

(1) 市及び衣浦東部広域連合（碧南消防署）は出動準備体制になったと

き、巡視を実施する中で河川の観測所の水位について観測を行う。併

せて、河川情報システム及び県設置のテレメーターで観測を行い、下

記の事項を災害対策本部に報告する。なお、巡視を実施する中で行う

河川の観測所の水位観測については必要に応じ消防団（追加）に引継

ぐことができる。衣浦港の潮位についても、テレメーター観測を行う

とともに関係機関と密接な連絡をとりその状況を把握し、災害対策本

部へ報告する。 

７ 水位観測を行う河川・海岸 

(1) 市及び衣浦東部広域連合（碧南消防署）は出動準備体制になったとき、巡

視を実施する中で河川の観測所の水位について観測を行う。併せて、河川情

報システム及び県設置のテレメーターで観測を行い、下記の事項を災害対

策本部に報告する。なお、巡視を実施する中で行う河川の観測所の水位観測

については必要に応じ水防団（消防団）に引継ぐことができる。衣浦港の潮

位についても、テレメーター観測を行うとともに関係機関と密接な連絡を

とりその状況を把握し、災害対策本部へ報告する。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

P.47 

第 10章 

第 3節 

第三節 消防団（追加）の出動 

 

３ 準備及び出動の内容 

消防団（追加）は、２の基準により水防本部長及び消防署長から準

備及び出動の指示があった場合、直ちに事態に即応した配備体制をと

るとともに、おおむね次の水防活動を行うものとする。 

(1) 準備 

 

オ 消防団（追加）員が全員出動する体制を整えること。 

第三節 水防団（消防団）の出動 

 

３ 準備及び出動の内容 

水防団（消防団）は、２の基準により水防本部長及び消防署長から準備

及び出動の指示があった場合、直ちに事態に即応した配備体制をとるとと

もに、おおむね次の水防活動を行うものとする。 

(1) 準備 

 

オ 水防団（消防団）員が全員出動する体制を整えること。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

P.48 

第 10章 

第 3節 

４ 津波における留意事項 

津波は、発生地点から沿岸までの距離に応じて「遠地津波」と「近

地津波」に分類して考えられる。遠地津波の場合は、原因となる地震

発生からある程度時間が経過した後、津波が襲来する。近地津波の場

合は、原因となる地震発生から短時間のうちに津波が襲来する。従っ

て、水防活動及び消防団（追加）員地震の避難に利用可能な時間は異

４ 津波における留意事項 

津波は、発生地点から沿岸までの距離に応じて「遠地津波」と「近地津

波」に分類して考えられる。遠地津波の場合は、原因となる地震発生から

ある程度時間が経過した後、津波が襲来する。近地津波の場合は、原因と

なる地震発生から短時間のうちに津波が襲来する。従って、水防活動及び

水防団（消防団）員地震の避難に利用可能な時間は異なる。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 
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なる。 

遠地津波で襲来まで時間がある場合は、正確な情報収集、水防活動、

避難誘導等が可能なことがある。しかし、近地津波で、かつ安全な避

難場所までの所要時間がかかる場合は、消防団（追加）自身の避難以

外の行動が取れないことが多い。 

従って、あくまでも消防団（追加）自身の避難時間を確保した上で、

避難誘導や水防活動を実施しなければならない。 

 

遠地津波で襲来まで時間がある場合は、正確な情報収集、水防活動、避

難誘導等が可能なことがある。しかし、近地津波で、かつ安全な避難場所

までの所要時間がかかる場合は、水防団（消防団）員自身の避難以外の行

動が取れないことが多い。 

従って、あくまでも水防団（消防団）員自身の避難時間を確保した上で、

避難誘導や水防活動を実施しなければならない。 

P.48 

第 10章 

第 3節 

５ 安全配慮 

洪水、津波又は高潮のいずれにおいても、消防団（追加）自身の安

全確保に留意して水防活動を実施するものとする。 

水防作業や避難誘導の際も、消防団（追加）員自身の安全は確保し

なければならない。 

５ 安全配慮 

洪水、津波又は高潮のいずれにおいても、水防団（消防団）自身の安全

確保に留意して水防活動を実施するものとする。 

水防作業や避難誘導の際も、水防団（消防団）員自身の安全は確保する

ため、次の事項を実施する。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

次に実施事項

が記されている

ため修正 

P.51 

第 10章 

第 4節 

１ 水門、樋門、防潮扉 

(1)水門、樋門及び陸閘の操作規則（抜粋） 

 

第七条 操作施設の操作の机上又は実地における訓練を、年に１

回以上行うものとする。なお、地域防災計画又は消防団（追加）活

動・安全管理マニュアル等による操作施設の操作に係る訓練を実施

している場合や、操作委託契約に基づく点検に合わせて行う場合な

どは、これによることができる。 

１ 水門、樋門、防潮扉 

(1)水門、樋門及び陸閘の操作規則（抜粋） 

 

第七条 操作施設の操作の机上又は実地における訓練を、年に１回

以上行うものとする。なお、地域防災計画又は水防団（消防団）活動・

安全管理マニュアル等による操作施設の操作に係る訓練を実施して

いる場合や、操作委託契約に基づく点検に合わせて行う場合などは、

これによることができる。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

 

P.59 

第 10章 

第 6節 

１ （追加）避難指示又は避難勧告（追加）（法 29 条、災害対策基本法

第 60条） 

市長は、洪水又は高潮の氾濫により著しい危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の居住者に対し避難のため立退きを指

示又は勧告（以下「避難勧告等」という。）する。なお、避難勧告等の発

令については、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」によって行う。こ

の場合、碧南警察署長にその旨を通知するものとする。（追加） 

（追加） 

 

 

 

 

 

１ 緊急安全確保、避難指示又は高齢者等避難（法 29条、災害対策基本法第

60条） 

市長は、洪水又は高潮が発生し、又は発生するおそれがある場合におい

て、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するた

め特に必要があると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、

避難のための立退きを指示（以下「高齢者等避難」、「避難指示」という。）

する。 

洪水又は高潮が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

避難のための立退きを行うことによりかえつて人の生命又は身体に危険が

及ぶおそれがあると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、

屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保に関する措置

（以下「緊急安全確保」という。）を指示する。 

なお、緊急安全確保、避難指示及び高齢者等避難（以下「避難指示等」と

災害対策基本

法第６０条及び

同３項の条文に

合わせ修正 
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２ 避難勧告（追加）等の方法 

市長（又は知事）が避難勧告（追加）等を行うときは、次の方法に

より周知を徹底し、実効性を有するものとする。 

(1) 避難勧告又は避難指示（追加）である旨、避難先、避難経路、避

難方法その他必要事項を簡潔に明示する。 

いう。）の発令については、「避難指示等の判断・伝達マニュアル」によっ

て行う。この場合、碧南警察署長にその旨を通知するものとする。 

２ 避難指示等の方法 

市長（又は知事）が避難指示等を行うときは、次の方法により周知を徹

底し、実効性を有するものとする。 

(1)避難指示等である旨、避難先、避難経路、避難方法その他必要事項を簡

潔に明示する。 

 

 

災害対策基本

法改正に伴い修

正 

 

P.60 

第 10章 

第 7節 

１ 洪水対応 

(2) 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難のを確保及び浸水の防

止のするための措置 

 

ウ 浸水想定区域内に次に掲げる施設がある場合にあっては、こ

れらの施設の名称及び所在地 

(ｲ) 要配慮者利用施設（又は主として高齢者、障害者、乳幼児

その他の特に防災上の配慮を要する者（以下「要配慮者」と

いう。）が利用する施設）でそ当該施設の利用者の洪水時の

円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるもの 

１ 洪水対応 

(2) 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の（削除）確保及び浸水の

防止のするための措置 

 

ウ 浸水想定区域内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの

施設の名称及び所在地 

(ｲ) 要配慮者利用施設（又は主として高齢者、障害者、乳幼児その

他の特に防災上の配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）

が利用する施設）で、当該施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速

な避難を確保する必要があると認められるもの 

 誤植のため削

除 

P.63 

第 10章 

第 8節 

１ 水防信号 

(1) 出動信号 消防団（追加）に属する者の全員が出動すべきことを知

らせるもの。 

１ 水防信号 

(1) 出動信号 水防団（消防団）に属する者の全員が出動すべきことを知ら

せるもの。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

P.65 

第 10章 

第 9節 

１ 決壊等の通知（法第２５条） 

(2) 速報 

イ 速報の伝達経路 

市長、消防団（追加）長又は消防機関の長は、堤防その他の施

設が決壊して氾濫又は、氾濫のおそれがあるときは、直ちに管轄

する県建設事務所、決壊した施設の管理者、氾濫する方向の市長

及び所轄の警察署、関係県機関（県民事務所、保健所、農林水産

事務所等）へ通報しなければならない。 

なお、通報の連絡系統は下図のとおりである。 

 

 

 

１ 決壊等の通知（法第２５条） 

(2) 速報 

イ 速報の伝達経路 

市長、水防団（消防団）長又は消防機関の長は、堤防その他の施設

が決壊して氾濫又は、氾濫のおそれがあるときは、直ちに管轄する県

建設事務所、決壊した施設の管理者、氾濫する方向の市長及び所轄の

警察署、関係県機関（県民事務所、保健所、農林水産事務所等）へ通

報しなければならない。 

なお、通報の連絡系統は下図のとおりである。 

 

 

 

用語の定義に

定義されている

ため修正 
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２ 決壊後の処置（法第２６条、法第１９条） 

(1) 市長、消防団（追加）長及び消防機関の長が、次の事項に留意し

て、できる限り氾濫による被害が拡大しないように努める。 

イ 避難勧告等（第九章第六節） 

 

３ 決壊等による被害状況の報告 

市長、消防団（追加）長及び消防機関の長が、決壊や水のあふれ（越

水）に起因する氾濫による被害を認知したときは、次のとおりすみや

かに報告するものとする。 

２ 決壊後の処置（法第２６条、法第１９条） 

(1) 市長、水防団（消防団）長及び消防機関の長が、次の事項に留意して、

できる限り氾濫による被害が拡大しないように努める。 

イ 避難指示等（第九章第六節） 

 

３ 決壊等による被害状況の報告 

市長、水防団（消防団）長及び消防機関の長が、決壊や水のあふれ（越

水）に起因する氾濫による被害を認知したときは、次のとおりすみやかに

報告するものとする。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

災害対策基本

法改正に伴い修

正 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

P.66 

第 10章 

第 11節 

２ 公用負担 

(1) 公用負担権限 

水防のため必要があるときは、市長、消防団（追加）長又は消防

機関の長は、次の権限を行使することができる。また、水防管理者

等から委任を受けた者も同様とする。（法第２８条第１項、第２項） 

 

(2) 公用負担権限証明書 

公用負担の権限を行使する者は、市長、消防団（追加）長又は消

防機関の長にあっては、その身分を示す証明書、その他これらの者

の命を受けた者にあっては、次のような証明書を携行し、必要な場

合にはこれを提示しなければならない。 

２ 公用負担 

(1) 公用負担権限 

水防のため必要があるときは、市長、水防団（消防団）長又は消防機

関の長は、次の権限を行使することができる。また、水防管理者等から

委任を受けた者も同様とする。（法第２８条第１項、第２項） 

 

(2) 公用負担権限証明書 

公用負担の権限を行使する者は、市長、水防団（消防団）長又は消防

機関の長にあっては、その身分を示す証明書、その他これらの者の命を

受けた者にあっては、次のような証明書を携行し、必要な場合にはこれ

を提示しなければならない。 

 

 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

P.67 

第 10章 

第 12節 

２ 市長 

市長は、水防が終結したとき、遅滞なく別表様式（資料編-資料１９）

により知立建設事務所に報告するものとする。◆資料編（資料１９）

水防報告書 

（追加） 

２ 市長 

市長は、水防が終結したとき、３日以内に別表様式（資料編-資料１９）

により知立建設事務所に報告するものとする。◆資料編（資料１９）水防

報告書 

(1) 水防本部設置及び水防解除の日付及び時刻 

(2) 水防団員又は消防機関に属する者の出動時期及び出動人員 

(3) 巡視警戒、水防工法等水防作業の状況 

(4) 堤防、水こう門等の異常の有無及びそれに対する処置とその効果 

(5) 使用資器材の種類・数量 

(6) 法２８条による公用負担の内容 

(7) 応援の状況 

(8) 避難指示及び立退きの指示の発令日時、発令区域 

(9) 水防功労者及び功績 

 県計画の記載

に合わせ修正、

追記 
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(10)水防管理者の所見 

(11)その他必要事項 

P.68 

第 11章 

第 2節 

愛知県は、県管理河川等を対象に、中部地方整備局、名古屋地方気象

台、関係市町村、関係諸団体とともに、法第１５条の１０に基づく大規

模氾濫減災協議会として、水防災協議会を設立した。 

水防災協議会において、中小河川等における氾濫特性及び治水事業の

現状を踏まえ、円滑かつ迅速な避難的確な水防活動等、大規模（追加）濫

時の減災対策として各機関が計画的・一体的に取り組んでいくこととし

ている。 

愛知県は、県管理河川等を対象に、中部地方整備局、名古屋地方気象台、関

係市町村、関係諸団体とともに、法第１５条の１０に基づく大規模氾濫減災

協議会として、水防災協議会を設立した。 

水防災協議会において、中小河川等における氾濫特性及び治水事業の現状

を踏まえ、円滑かつ迅速な避難的確な水防活動等、大規模氾濫時の減災対策

として各機関が計画的・一体的に取り組んでいくこととしている。 

誤植のため追

記 

P.68～69 

第 11章 

第 3節 

１ 居住者の義務等 

市長、消防団（追加）員又は消防機関に属する者は水防活動上緊急

の必要がある場合は、警戒区域を設定し、水防関係者以外の者の立入

りを禁止し、制限し若しくは退去を命ずることができる。（法第２１条

第１項） 

市長、消防団（追加）長等は水防上やむを得ない必要があるときは

その区域内の居住者又は水防現場にいるものを水防に従事させること

ができる。（法第２４条） 

１ 居住者の義務等 

市長、水防団（消防団）員又は消防機関に属する者は水防活動上緊急の

必要がある場合は、警戒区域を設定し、水防関係者以外の者の立入りを禁

止し、制限し若しくは退去を命ずることができる。（法第２１条第１項） 

 

市長、水防団（消防団）長等は水防上やむを得ない必要があるときはそ

の区域内の居住者又は水防現場にいるものを水防に従事させることができ

る。（法第２４条） 

 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

P.71～72 

第 11章 

第 5節 

洪水、高潮の際に、浸水が想定される区域を有する市町村長が行う避

難勧告（追加）等の発令の判断を支援するための情報提供の一環として、

河川管理者が氾濫の恐れ（追加）があるときなどに、自ら市長本人へ直

接情報を伝える仕組みを構築し、「ホットライン」運用要綱を定め、運用

する。 

洪水、高潮の際に、浸水が想定される区域を有する市町村長が行う避難指示

等の発令の判断を支援するための情報提供の一環として、河川管理者が氾濫

のおそれがあるときなどに、自ら市長本人へ直接情報を伝える仕組みを構築

し、「ホットライン」運用要綱を定め、運用する。 

災害対策基本

法改正に伴い修

正 

誤植のため修

正 

P.74 

第 13章 

第 1節 

１ 水防訓練実施要項 

水防訓練は、次の項目について行い、非常時にとるべき行動を手順

通り実践することにより実地に役立つものとする。また、住民の積極

的な参加を得るよう努め、水防への関心を高める。 

(3) 動員（消防団（追加）、水防協力団体、居住者、ボランティア） 

 

(7) 避難（避難勧告等の放送・伝達、居住者の避難） 

２ 水防訓練の実施（追加） 

水防訓練は毎年（追加）実施するものとする。 

１ 水防訓練実施要項 

水防訓練は、次の項目について行い、非常時にとるべき行動を手順通り

実践することにより実地に役立つものとする。また、住民の積極的な参加

を得るよう努め、水防への関心を高める。 

(3) 動員（水防団（消防団）、水防協力団体、居住者、ボランティア） 

 

(7) 避難（避難指示等の放送・伝達、居住者の避難） 

２ 水防訓練の実施時期 

水防訓練は毎年４月から８月までの間（出水期前が望ましい）とし、必

ず１回以上実施するものとする。 

用語の定義に

定義されている

ため修正 

災害対策基本

法改正に伴い修

正 

 

 県計画の記載

に合わせ追記 
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P.74 

第 13章 

第 2節 

（追加） 第二節 市の水防計画改定要領 

１ 市長は、水防計画を愛知県水防計画の改定等を踏まえ、毎年検討を加

え、変更したときは遅延なく知事に届け出るものとする。（法第３３条） 

２ 水防計画は、あらゆる事態を想定した上で、実際に役立つよう、一読し

て容易に内容を理解できる記述により、県水防計画より詳細かつ具体的に

改定する。また、改定した水防計画は、水防団（消防団）員、関係機関の

職員及び住民に、その内容を周知徹底するよう努める。 

県計画の記載

に合わせ追記 

  以下余白   

 


